
様式第16号（第15条関係） 

事    業    精    算    書 

 事業名 帯広市宿泊税システム整備費補助金  

 収 入 の 部 

科             目 予   算   額 
精 算 額 

内       訳 
備    考 

当 初 更正後の額 収入済額 収入未済額 

北海道補助金 250,000円  250,000円  250,000円 札幌市中央区北3条西6丁目 
北海道知事 鈴木 直道 

帯広市補助金 250,000円  250,000円  250,000円 帯広市西5条南7丁目1番地 
帯広市長 米沢 則寿 

自己資金 50,000円  50,000円 50,000円   

合計 550,000円  550,000円 50,000円 500,000円  

 支 出 の 部 

科             目 
予   算   額 

精 算 額 
内       訳 

不 用 額 備考 
当 初 更正後の額 支出済額 支出未済額 

ハードウェア購入 550,000円  550,000円 550,000円 0円 0円  

合計 550,000円  550,000円 550,000円 0円 0円  

上記のとおり精算したことを証明します。 
    令和●●年●●月●●日 

事業者等氏名  帯広株式会社           
代表取締役 帯広 太郎  □印   

 
注 １ この様式には、当該補助事業等に要した経費のみを記載すること。 

２ 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、補助事業者等の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後の額を
含む。）を記載すること。 

３ 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債務者又は債権者の住所氏名を
「備考」欄に記載すること。 

４ 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合は、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を控除した
額を記載すること。 

交付申請時の道、市の補助金

額及び補助対象外経費を自己

資金としてご記入ください。 

交付申請時の印と同一

かつ法人の場合は代表

印となります。 

事業を実施した際に、申請時

と金額が変わる場合にご記入

ください。 

令和8年3月10日までとなります。 
金額に変更があった場合、ご記入

ください。 

最終的な金額を 

ご記入ください。


